
様式１ 別添１

消費者庁

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

平成３１年度 平成３２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

施策名：（１）消費者政策の企画・立案・推進及び調整

001 消費者政策企画・立案経費 平成２１年度 終了予定なし 85 85 66 外部有識者点検対象外
事業内容の一部改

善

○事務所管部局による点検・改善として、「架
空請求」や「チケット不正転売」など具体的施
策の効果についても分析されたい。
○消費者取引及び消費者問題のグローバル化が
ますます進んでいることを踏まえて、国際関係
の取組を大幅に強化するべき。

136 264 128 現状通り

○消費者問題のグローバル化・デジタル化
等の進展に対応するため、国際関係の対応
を大幅に強化することに必要な経費を、令
和２年度の概算要求に計上。

消費者庁 一般会計
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２８年度対象 ○

002
消費者の財産被害に関する情報の集約・分析・
対応経費

平成２２年度 終了予定なし 28 28 23 

 ○事業内容を『法執行』に限定することでア
ウトカム指標の設定を避けている印象を受け
る。事業（予算）全体で成果（変化）を求め
ているのかを見定めてアウトカム指標をおく
べきものと思う。
○消費者被害の発生・拡大を防ぐため、単な
る注意喚起にとどまることなく、（情報商材
事案など）悪質性の強い事案等については、
積極的に勧告権限を行使すべきである。政策
手段の違いに応じ、注意喚起と勧告等を区分
して評価をすべきと考える。
○「政策調査員」の情報処理能力により、本
事業の効果が影響するため、リソースの確保
に努める必要がある。

現状通り

○アウトプット　消費者安全法の規定に基づく
消費者への注意喚起等実施件数の反応につい
て、消費者庁ウェブサイトの閲覧数等で検証す
ることは出来ないか引き続き検討されたい。
○引き続き消費者の財産被害に対して、丁寧な
分析と注意喚起、必要に応じて厳正な処分を実
施すべき。

27 27 - 現状通り

○消費者安全法に基づく措置公表に対する
反応を測定する指標として、消費者庁ウェ
ブサイトの閲覧数が適当であるか必ずしも
判然としないところ、引き続き、より適切
な指標が無いか検討を行って参りたい。
○予算執行額については、個々の事案の態
様に左右されるものではあるが、今後とも
効率的な執行に努めて参りたい。
○消費者安全法の執行経験を蓄積し、調査
能力の向上を図ってきたところ、近年は従
来には無かった新たな類型の事案に取り組
むなど、成果を挙げてきた。引き続き消費
者被害の発生又は防止のために厳正かつ効
果的な執行を行って参りたい。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - その他 ○

003
新たなインターネット技術・サービスに係る消
費者トラブルの動向調査

平成２７年度 終了予定なし 12 12 12 外部有識者点検対象外 現状通り

○新たなインターネット技術・サービスに係る
消費者トラブルへの迅速かつ有効な対策を講じ
るためには、今後、調査実施テーマ数を増やす
ことについても検討が必要ではないか。
○消費者の生活のあらゆる場面でAI技術の利用
が普及・浸透しつつある中、予想される新たな
消費者問題への対応について検討すべき。

11 11 - 現状通り

新たなインターネット技術・サービスや消
費者トラブルについて、優先的な対応が求
められるテーマを抽出しヒアリング等を実
施しながら効率的な執行に努めることとし
たい。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２８年度対象 ○

004 消費者政策関係情報調査経費 平成２８年度 終了予定なし 24 24 24 外部有識者点検対象外 現状通り

○アウトプットとしてインターネット上から抽
出した消費者被害・トラブル情報を活用した、
消費者庁ウェブサイトの開設・更新の回数が上
げられているが、併せて、庁内、国民生活セン
ター、消費生活センター等への情報提供数につ
いても採用することを検討されたい。

23 24 1 現状通り

〇消費者被害・トラブル情報については、
抽出の都度、庁内・国民生活センター・消
費生活センター等に情報提供しているとこ
ろであり、ご指摘を踏まえて、現状の活動
指標「消費者被害・トラブル情報の抽出回
数」について、「消費者被害・トラブル情
報の抽出及び関係者への情報提供の回数」
と表現を明確化することとする。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２９年度対象 ○

005 消費者行政新未来創造調査等経費 平成２９年度 終了予定なし 16 16 2 

　「消費者行政新未来創造等」という事業名
のもと、シェアリングエコノミーに係る消費
者保護及び若者を主眼とするSNSを活用した消
費者相談窓口をテーマに調査検討が行われ
た。
　いずれも徳島オフィスを中心として、地元
の協力も得ながら進められたとのことである
が、テーマ選定に疑問が残るとともに、その
調査検討の対象はごく限定された範囲にとど
まっており、そこで得られた結果を全国レベ
ルでの消費者保護施策を引き出す基礎とする
ことには無理があるといわざるを得ない。
　今回得られた調査ノウハウ等をいわば起点
として活用しつつ、将来に向けた全国レベル
の消費者行政の基礎となり得る調査検討体制
に向け、事業全体の抜本的見直しが求められ
る。

事業全体の抜本的
な改善

○新未来創造オフィスで実証等する経費につい
ては、他の事業も含めて総合的なレビューが必
要ではないか。
○デジタル関係の先端課題への対応にかかる検
討は東京で行うこととし、徳島では消費者に身
近なテーマに限って実施するよう変更すべき。

12 93 81 執行等改善

○新未来創造オフィスで実証等する経費に
ついては、個別の事業のみではなく、総合
的なレビューを行うことを検討する。
○徳島における拠点の機能や位置付けを踏
まえ、東京及び徳島で実施する事業を検討
する。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

新
30

- ### - - - - - 前年度新規 ○

施策名：（２）消費生活に関する制度の企画・立案・推進

006 消費生活に関する制度の企画・立案・推進経費 平成２１年度 終了予定なし 83 83 61 外部有識者点検対象外 現状通り

○アウトカム指標として毎年検証できるものを
検討されたい。
○不落随契が発生したため、参考見積の取り方
等に工夫が必要ではないか。

78 97 19 執行等改善

◯アウトカム指標として検証できるように
「消費者意識基本調査」の設問内容を工夫
する。
◯昨年度からの業務蓄積や参考見積の取り
方の工夫等により、今年度の同事業は各地

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２８年度対象 ○

007 公益通報者保護の推進に必要な経費 平成２１年度 終了予定なし 64 64 57 外部有識者点検対象外 現状通り
アウトカム指標として毎年検証できるものを検
討されたい。

63 80 17 現状通り
アウトカム指標として毎年検証できるよう
に、来年度の概算要求において各委託調査
を増額要求する。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２９年度対象 ○

施策名：（３）消費者に対する教育・普及啓発の企画・立案・推進

008
消費者に対する教育・普及啓発の企画・立案・
推進経費

平成２１年度 終了予定なし 57 57 64 外部有識者点検対象外 現状通り
○事務所管部局による点検・改善として、「高
校生向け消費者教育教材」や「エシカル・ラ
ボ」など具体的施策の効果についても点検され

62 ▲62 現状通り
○各種の具体的施策の全体的な効果を定量
的に検証するということは困難であるが、
参考となり得る指標について検討していき

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成３０年度対象 ○ 　

施策名：（４）地方消費者行政の推進

009 地方消費者政策推進経費 平成２１年度 終了予定なし 167 167 150 外部有識者点検対象外
事業内容の一部改

善

○「顔の見える関係」の構築の観点から、地方
消費者フォーラムの参加者数を見込み、実績と
も大きく減らすことはどのような考えによるも
のか。
○周知広報や地方自治体との情報共有に止まら
ず、国が行うことが効率的な事業を直轄で実施
することを検討すべき。

169 476 307 
年度内に改善を検

討

○「平成29年度までに各都道府県での開催
がほぼ一巡し、地域の消費者問題に携わる
団体・グループの「交流の場」というきっ
かけづくりとしては、一定の成果が出てい
る。平成30年度からは、次の段階として、
開催地を絞り、その場限りではない「継続
性のあるつながりの場」の構築を目的とし
て実施していることから、参加者は減少し
ているが、実効性のある取組みとなってい
る。
○人材の不足という地域の消費者行政にお
いて抱える共通の課題に対応するため、国
直轄で消費生活相談員や消費生活協力員な

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成３０年度対象 ○

010 地方消費者行政のための事業に必要な経費 平成２０年度 終了予定なし 3,550 3,600 2,979 

○ベーシックな体制づくりとして、アウトカ
ム指標に消費生活センターの設置が掲げられ
ているが、人口5万人未満の割合に関しては費
用対効果の視点から必ずしも一律の整備が必
要なのか検討すべき。
○小規模自治体の相談体制強化が重要な課題
であるが、その中心的な政策手段である交付
金が、それら小規模自治体のニーズに即した
ものになっているかどうか十分精査する必要
があろう。交付金が各自治体の消費者行政の
基盤整備にも十分活用できるようにすること
が重要と考えられる。
○人口５万人未満の小規模市町村において
は、広域連携で代替する方策を検討してはい
かがかと考える。

現状通り

○地方消費者行政強化作戦の目標が達成できる
よう、引き続き交付金の有効活用を図られた
い。
○引き続き地方自治体の創意工夫ある取組を後
押しすべき。

2,200 2,800 600 現状通り

〇自治体からのニーズに合致しているか否
かという観点も含め、交付金の活用状況等
についての検証方法については、地方消費
者行政強化作戦2020も踏まえ,今後検討した
い。
〇消費者がどこに住んでいても質の高い相
談・救済が受けられるためには、最も身近
な基礎自治体でサービスの提供が行われる
ことが望ましいが、小規模自治体において
は、財政規模や行政効率など地域の事情を
勘案し、広域連携を活用した消費生活セン
ターの設置を促進している。
〇交付金の有効活用のため、地方自治体の
ニーズに合わせ、事業メニューの改定を
行ったほか 新たな重要消費者政策へも対

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - その他 ○

いずれの施策にも関連しないもの

011 独立行政法人国民生活センター運営費 平成１５年度 終了予定なし 4,196 2,857 2,857 外部有識者点検対象外 現状通り

○徳島における活動に関する点検等も必要では
ないか。
○適正な執行運営が行われているかを引き続き
確認を行う。

3,045 4,045 1,000 現状通り

○徳島県における国民生活センター関連の
業務については、まち・ひと・しごと創生
本部決定「政府関係機関の地方移転にかか
る今後の取組について」（2016年９月）に
基づく検証・見直しの結果、事業の運営の
効率性の確保や研修事業の受講者数等の観
点から見直しを行い、概算要求を行った。
○契約の競争性の確保も含め、適正な執行
運営が行われているかを引き続き確認を行
う

消費者庁 〃

（項）独立行政法人国民生活
センター運営費
　（大事項）独立行政法人国
民生活センター運営費交付金
に必要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２９年度対象 ○

施策名：（５）物価対策の推進

012 物価対策の推進に必要な経費 平成２１年度 終了予定なし 67 67 50 外部有識者点検対象外 現状通り

○消費税率の引上げに伴う便乗値上げ対策等に
十分御配慮ください。
○予算の効率化に向けた取組を行い、執行率を
高める。

91 68 ▲23 現状通り
〇引き続き予算執行の効率化に向けた取組
を行い、執行率を高める。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２８年度対象 ○

施策名：（６）消費者政策の推進に関する調査・分析

013
消費者政策の推進に関する調査・分析に関する
経費

平成２６年度 終了予定なし 64 64 46 外部有識者点検対象外 現状通り
○予算の効率化に向けた取組を行い、執行率を
高める。

56 60 4 現状通り
○引き続き予算の効率化に向けた取組を行
い、執行率を高める。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２７年度対象 ○

014 事業者連携推進に必要な経費 平成２７年度 終了予定なし 8 8 6 外部有識者点検対象外 現状通り

○消費者志向自主宣言をした事業者数は着実に
増加しているところ、行政目的に照らし引き続
き効率的な予算の執行を図られたい。
○事業者による消費者志向経営への取組を客観
的に評価する方法について検討すべき。

5 22 17 現状通り

〇引き続き予算執行の効率化に向けた取組
を行い、執行率を高める。
〇消費者志向経営への取組を客観的に評価
する方法の検討については、令和２年度概
算要求の項目となっている。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２９年度対象 ○

015 有識者を交えた消費行動に関する研究 平成２８年度 終了予定なし 4 4 4 外部有識者点検対象外 終了予定 〇引き続き効率的な予算の執行を図られたい。 4 - ▲4 予定通り終了

〇引き続き効率的な予算の執行に努める
が、本予算は令和２年度から「事業番号
0001：消費者政策企画・立案」に全額移管
することとしている。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２９年度対象 ○

016
多様な消費者の特性等を踏まえた政策立案のた
めの調査研究

平成２９年度 終了予定なし 22 22 23 外部有識者点検対象外 終了予定
○経費の削減を検討する等、効率的な予算執行
に努める。

24 - ▲24 予定通り終了

〇引き続き効率的な予算の執行に努める
が、本予算は令和２年度から「事業番号
0001：消費者政策企画・立案」に全額移管
することとしている。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成３０年度対象 ○

施策名：（７）消費者安全確保のための施策の推進

017 消費者の安全確保のための施策の推進 平成２１年度 終了予定なし 205 206 154 外部有識者点検対象外 現状通り
○引き続き効率的な予算執行を図られたい。
○情報を幅広く収集することに加えて、収集し
た情報を分析して有効に活用するべき。

204 216 12 現状通り
○引き続き業務の適切な遂行に取り組む。
○引き続き情報を幅広く収集し、分析・活
用に取り組む。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成３０年度対象 ○

018
リスクコミュニケーション等の推進に必要な経
費

平成２１年度 終了予定なし 36 36 35 外部有識者点検対象外 現状通り
○点検・改善結果（改善の方向性）にあるよう
に、引き続き実施内容の検討、目標達成の指標
について検討されたい。

35 47 12 現状通り
〇引き続き業務の適切な遂行に取り組むと
ともに、実施内容の検討、目標達成の指標
について検討を行う。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成３０年度対象 ○

019 リコール情報周知の強化のために必要な経費 平成２６年度 終了予定なし 11 11 11 外部有識者点検対象外 現状通り ○引き続き効率的な予算執行を図られたい。 8 11 3 現状通り 〇引き続き業務の適切な遂行に取り組む。 消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２７年度対象 ○

020 子供の事故防止に関する取組の推進 平成２９年度 終了予定なし 15 15 3 外部有識者点検対象外 現状通り

○見直しを行った予算に基づき、引き続き効率
的な執行を図られたい。
○執行率が下がっているため、予算の効率化に
向けた取組を行う。

6 14 8 現状通り
○引き続き業務の適切な遂行に取り組む。
〇業務の内容・計画について検討し、予算
の効率的な執行に向けた取組を実施する。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成３０年度対象 ○

施策名：（８）消費者取引対策の推進

（単位：百万円）

平成３１年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３２年度予算概算要求への反映状況調表

事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

執行額
会計区分 項・事項

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見
委託
調査

補助
金等

平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

３つ目
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様式１ 別添１

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

平成３１年度 平成３２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

執行額
会計区分 項・事項

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見
委託
調査

補助
金等

平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

３つ目

021 消費者取引の対策に必要な経費 平成２１年度 終了予定なし 262 262 196 外部有識者点検対象外 現状通り

○特定商取引法及び預託法に基づく行政処分件
数等、引き続き高い水準での成果を上げてい
る。
○引き続き効率的な予算執行に努める。

240 249 9 現状通り

〇今後とも違反行為に対し厳正かつ適切に
行政処分等を行うことにより、取引の公正
と消費者利益の保護を図る。
〇引き続き事業の適切な進捗管理等によ
り、予算の効率的な執行に努める。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２９年度対象 ○

施策名：（９）消費者表示対策の推進

022 消費者表示の対策に必要な経費 平成２１年度 終了予定なし 157 157 106 外部有識者点検対象外 現状通り

○景品表示法の規定に基づく措置命令件数、景
品表示法に係る課徴金納付命令件数等高い水準
を続けている。一方、予算執行率からすると予
算額の見直しを行える余地があるのではない
か。
○執行率が下がっているため、予算の効率化に

153 154 1 現状通り
予算執行の効率化を図るため、効率的な事
業運営を検討し、必要な取組の拡充を図っ
ていく。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成３０年度対象 ○

023 消費税価格転嫁対策に必要な経費 平成２６年度 平成３３年度 36 36 29 外部有識者点検対象外 現状通り

○事業の妥当性を検証するための代替指標によ
る実績が平成29年度以降記載されていないが、
基となる月次モニタリング調査が廃止等されて
いる場合には、他の指標を検討されたい。
○引き続き効率的な予算執行に努める。

35 35 - 現状通り

　平成29年度以降は、モニタリング調査の
うち、２月調査の数値を記載することと
し、引き続き当該調査の数値を代替指標と
する。なお、当該調査は平成28年度以前は
毎月実施しており、３月調査の数値を代替
指標として記載していたところ、平成29年
度以降は調査の頻度が縮減され、３月調査

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２７年度対象 ○

施策名：（10）食品表示の企画・立案・推進

024 食品表示の対策に必要な経費 平成２１年度 終了予定なし 180 180 156 外部有識者点検対象外 現状通り ○引き続き効率的な予算の執行を図られたい。 151 159 8 現状通り 引き続き効率的な予算執行に努める。 消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２９年度対象 ○

025 新たな食品表示制度の適正化・充実に係る経費 平成２７年度 終了予定なし 72 72 74 外部有識者点検対象外 現状通り
○経費の削減を検討する等、効率的な予算執行
に努める。

69 77 8 現状通り
経費の削減に向けて引き続き競争性を確保
する等、効率的な予算執行に努める。

消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２８年度対象 ○

026
食品表示に関する消費者向け情報提供の仕組み
の運用

平成２８年度 終了予定なし 31 31 31 外部有識者点検対象外 現状通り ○引き続き効率的な予算の執行を図られたい。 47 126 79 現状通り 引き続き効率的な予算執行に努める。 消費者庁 〃
（項）消費者政策費
　（大事項）消費者政策に必
要な経費

消費
者庁

- ### - - - - - 平成２９年度対象 ○

9,452 8,164 7,218 6,954 9,155 2,201 

4,426 4,426 3,984 4,866 5,282 416 

13,878 11,820 14,437 2,617 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成３１年度の点検の結果、事業を廃止し平成３２年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成３１年度の点検の結果、見直しが行われ平成３２年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成３１年度の点検の結果、平成３２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：平成３１年度の点検の結果、平成３２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成３１年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成３２年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：平成３１年度の点検の結果、平成３２年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

一般会計

行政事業レビュー対象　計

注５．「外部有識者点検対象」欄については、平成３１年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２７年度、平成２８年度、平成２９年度又は平成３０年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２７年度対象」、「平成２８年度対象」、「平成２
９年度対象」、「平成３０年度対象」と記載する。なお、平成３１年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２７年度、平成２８年度、平成２９年度又は平成３０年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

合　　　　　計

一般会計
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